
北海道循環資源利用促進税事業の検討に関する報告書〔概要〕 
 

 

１．検討の趣旨  
 
 
 
 
 
 
 
 

２．循環資源利用促進税事業の目的  
 
 
 
 

 
３．本道経済及び産業廃棄物の状況  
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

４．循環資源利用促進税事業の実施状況とその効果  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  循環型社会の形成促進  
＜循環型社会形成推進基本計画＞（H27.3） 
＜廃棄物処理計画＞（H27.3） 

○本道の産業廃棄物に関する状況 
・排出量：減少 
・再生利用量・再生利用率：増加 
・最終処分量：減少 
 
 
 

 

（単位：万トン） 

 

～ 

・循環税事業の効果を検証 
・課題やニーズを把握 
・循環税事業のあり方について検討 

○ 産業廃棄物の排出抑制 
○ 循環資源の循環的利用 
○ 産業廃棄物の適正な処理 

 

○経済情勢の推移 
・H14～21年度まで、マイナス成長（H16年度を除く） 
・H22～25年度は、プラス成長に転じる 
・H25年度は全国を上回る成長率（道 2.3％、全国 2.0％） 
 →産業廃棄物の排出量等にも影響 

H18.10月 北海道循環資源利用促進税※条例の施行（※以下「循環税」という。） 
H23.12月 循環税に関する見直しを実施（５年後に税事業の検証・検討を行う旨決定） 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

H27年度  循環税事業の検証・検討 

      

H28年度 

○循環税事業による効果 
・過去 5か年の補助対象設備における再生利用量・排出抑制量・減量化量の合計 

[H27] 32万 t／年 
・最終処分量の削減 
   [H14]154 万 t → [H19]94万 t → [H25]75 万 t（H14比▲79 万 t） 

・循環税導入によるインセンティブ効果 
～事業者の排出抑制・最終処分削減を誘導 
（ｱﾝｹｰﾄ）①循環税導入が「排出抑制」の要因   [H21]37％ → [H27]46％ 

②循環税導入が「最終処分削減」の要因 [H21]31％ → [H27]39％ 
 

 

○循環税事業の実施状況 
 

 Ｈ14 Ｈ19 Ｈ25 H14→25 H19→25 

排 出 量 4,106 3,826 3,757 ▲8.5％ ▲1.8％ 

再生利用量 2,076 1,991 2,095 ＋1.0％ ＋5.2％ 

最終処分量 154 94 75 ▲51.3％ ▲20.2％ 

再生利用率 50.6％ 52.0％ 55.8％ ＋5.2％ ＋3.8％ 

 

区  分 実施年度 事業費累計(千円)※ 

設備整備への支援 H18～28 5,464,640 

リサイクル技術研究開発への支援 H19～28 242,816 

リサイクル産業創出への支援 H18～28 74,378 

リサイクルアドバイザーの派遣 H19～28 8,391 

不適正処理に対する監視体制の構築 H19～28 79,349 

道総研の研究開発への補助 H22～28 585,080 

リサイクル関連情報の普及啓発 H23～28 78,778 

リサイクル認定製品への支援 H23～28 42,020 

（※H28事業費（見込）を含む） 

循環税事業検証懇話会 
 

循環税事業関係団体連絡会議 



  

 

 
５．循環型社会形成へ向けての課題等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
６．循環資源利用促進税事業の今後のあり方  

 ＜今後の方向＞   
○循環税事業については、これまで産業廃棄物の最終処分量の大幅な削減などの
効果が認められる一方、排出量の多い一部の産業廃棄物においてリサイクルが進
んでいないなどの課題も見られることから、循環型社会の形成に向け、今後も積
極的に推進していくことが必要。 

 
○事業者の施策ニーズや社会情勢などを踏まえた取組の充実、各支援策の複合的
活用を図る。 
＊リサイクルが進んでいない建設混合廃棄物等の対策強化 
＊低炭素社会、自然共生社会の視点からのリサイクルの質的向上の推進 など 

 
○循環税事業の効果や課題等については、５年を目途に検討を行い、その結果に基
づき必要な措置を講ずる。 

○北海道循環型社会形成推進基本計画の着実な推進 

・産業廃棄物の継続的かつ的確な実態把握 
・再生利用率の向上 
・低炭素社会、自然共生社会の視点 
  
○事業者の施策ニーズや社会情勢などを踏まえた取組の充実 
・設備投資ニーズへの対応 
・人材や情報に係る支援策の充実（中小企業への支援等） 
・技術研究開発や産業創出への支援の充実 
・重点課題研究開発事業の効果的な活用 
・循環税事業に係る情報提供の拡大 
 

○リサイクルの推進に向けた課題 
・全国との比較 
再生利用率 [H25]全国：53％、道内：56％（動物のふん尿を除くと、36％） 

・リサイクルが進んでいない廃棄物（汚泥、廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類、建設混合廃棄物など） 
・目標値との乖離：最終処分量[H25]75万 t、[H31目標]57万 t以下 
 
○事業者の抱える課題（アンケート上位項目） 
・人材の育成確保 ・販路拡大など営業力 ・近くにリサイクル施設がない 
・資金調達    ・関連情報の入手   ・リサイクル技術の確立 など 
 
○事業者の支援策に対するニーズ（アンケート上位項目） 

・設備整備費への助成 ・研究開発費への助成 ・リサイクルセミナーの実施 
・専門家の派遣 ・市場調査等への助成 など  

※13％の事業者(137 者)が、新たなリサイクルなどの事業・取組を検討中 
 
○環境政策をめぐる動き 
・環境基本計画〔第２次・改定版〕の策定(H28.3) 
・循環型社会形成推進基本計画〔改訂版〕の策定（H27.3） 
・廃棄物処理計画〔第４次〕の策定（H27.3） 
 


